
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（南地区） 

原子炉設置変更許可申請書（高速実験炉原子炉施設の変更）の本文及び添付書類の一部補正（第 3 回）の新旧対比表 

【添付書類６（7. 津波）】 

  



添 6-7-1 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

7. 津波 

7.1 概要 

 （省略） 

 

7.2 文献調査 

7.2.1 敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波 

敷地周辺の既往津波について文献調査を実施した。既往津波に関する主な文献としては、渡

辺(1985)(1)、渡辺(1998)(2)、宇佐美ほか(2013)(3)、 宇津ほか編(2001)(4)、羽鳥(1975)(5)、羽鳥

(1987)(6)、竹内ほか(2007)(7)、東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ(2012)(8)、国立天

文台編(2013)(9)等があり、津波堆積物や地震以外を要因とする津波に関する文献としては澤井

(2012)(10)、羽鳥(1976)(11)、Ma et al.(1999)(12)等がある。 

（省略） 

 

 

また、澤井(2012)(10) によると、茨城県日立市十王町で確認された津波堆積物からは、3回

のイベントが推定され、いずれも河川近傍の T.P.+5 m 以下の低地で検出されている。3 回の

イベントのうち、文献記録と対比できるのは、1677年延宝房総沖地震津波のみである。 

 

 

 

 

7.2.2 行政機関による津波評価 

行政機関による津波評価については、 岩手県(2004)(13)、宮城県(2004)(14)、福島県(2013)(15)、

茨城県(2012)(16)、千葉県(2012)(17)等がある。このうち、茨城県(2012)(16)では、東北地方太平

洋沖地震津波及びＨ23想定津波（茨城県が平成 19年に想定した「延宝房総沖地震津波」の波

源域等を参考とした津波）を波源とするＬ２津波を評価しており、茨城県沿岸における浸水深

分布図が示されている。 

 

 

 

7.2.3 潮位 

敷地近傍では潮位の観測が実施されていないため、茨城県(2012)(16)において茨城沿岸の朔

望平均満潮位として設定されている T.P.+0.7 mを「7. 津波」における想定津波の水位評価

の潮位条件として適用した。 

 

7.3 地震に起因する津波の評価 

 （省略） 

水位変動の評価は、土木学会(2016)(18)を参考に実施した。 

 

7. 津波 

7.1 概要 

 （変更なし） 

 

7.2 文献調査 

7.2.1 敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波 

敷地周辺の既往津波について文献調査を実施した。既往津波に関する主な文献としては、渡

辺(1985)(1)、渡辺(1998)(2)、宇佐美ほか(2013)(3)、 宇津ほか編(2001)(4)、羽鳥(1975)(5)、羽鳥

(1987)(6)、竹内ほか(2007)(7)、東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ(2012)(8)、国立天

文台編(2013)(9)、Ioki and Tanioka（2016)(10)、気象庁の発表等がある。 

 

（変更なし） 

津波堆積物及び地震以外を要因とする津波に関する文献調査(11)～(18)によると、茨城県日立市

十王町及び千葉県銚子市で津波堆積物が確認されている。 

澤井(2012)(11)及び Sawai et al.(2012)(12)によると、茨城県日立市十王町で確認された津波

堆積物から 3回のイベントが推定され、いずれも河川近傍の T.P.+5 m 以下の低地で検出され

ている。3回のイベントのうち、文献記録と対比できるのは、1677年延宝房総沖地震津波のみ

である。 

Yanagisawa et al.(2016) (13)は、古文書及び津波堆積物調査に基づき、1677 年延宝房総沖

地震津波が千葉県銚子市の小畑池(T.P.+11.3 m)に浸水したと解釈している。 

 

7.2.2 行政機関による津波評価 

行政機関による津波評価については、 岩手県(2022)(19)、宮城県(2022)(20)、福島県(2019)(21)、

茨城県(2012)(22)、千葉県(2018)(23) 、内閣府(2020, 2022)(24)(25)等がある。このうち、茨城県

(2012)(22)では、東北地方太平洋沖地震津波及びＨ23想定津波（茨城県が平成 19年に想定した

「延宝房総沖地震津波」の波源域等を参考とした津波）を波源とするＬ２津波を評価しており、

茨城県沿岸における浸水深分布図が示されている。内閣府(2020, 2022)(24)(25)では、避難を軸

とした総合的な津波対策の検討のため、最大クラスの津波波源（日本海溝・千島海溝沿いの巨

大地震モデル）が評価されており、茨城県沿岸における浸水深分布図が示されている。 

 

7.2.3 潮位 

敷地近傍では潮位の観測が実施されていないため、茨城県(2012)(22)において茨城沿岸の朔

望平均満潮位として設定されている T.P.+0.7 mを「7. 津波」における想定津波の水位評価

の潮位条件として適用した。 

 

7.3 地震に起因する津波の評価 

 （変更なし） 

水位変動の評価は、土木学会(2016)(26)を参考に実施した。 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

7.3.1 プレート間地震に起因する津波 

7.3.1.1 検討対象領域の選定 

 （省略） 

 

7.3.1.2 津波波源の設定に反映する知見の分析 

プレート間地震について、最新の知見である 2011 年東北地方太平洋沖地震に関連する

知見を対象に文献調査を実施し、2011 年東北地方太平洋沖地震の特徴について、破壊領

域、すべり、地震の発生メカニズム及び発生確率に関する情報に着目して分析を行った。 

 

 

(1) 2011年東北地方太平洋沖地震に関する知見 

固着の程度とすべりについては、Suwa et al.(2006)(19)、Loveless and Meade(2010(20)、 

2011(21))、西村(2013)(22)、Ide et al.(2011)(23)、Tsuji et al.(2012(24)、2013(25))、Tanikawa 

et al.(2013)(26)、Ujiie et al.(2013)(27)において、大きなすべりが生じた領域は、固着

の程度が大きい領域に対応しており、海溝軸付近では大きなすべりを生じた（オーバーシ

ュートが生じた）領域が見られ、遠洋性粘土層が連続的に分布している領域に対応してい

るという見解が示されている。なお、Moore et al.(2015)(28)及び Chester et al.(2013)(29)

によると、茨城県沖北端付近では、海溝軸から海山が沈み込み、遠洋性粘土層を分断して

いるという見解が示されている。 

固着の程度と破壊伝播については、Loveless and Meade(2015)(30)、地震調査研究推進本

部(2012)(31)、Ye et al.(2012)(32)、Kundu et al.(2012)(33)、Mochizuki et al.(2008)(34)、

望月(2011)(35)、Nakatani et al.(2015)(36)、海洋研究開発機構(2011)(37)、Shinohara et 

al.(2011)(38)により、固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっており、北米プ

レートとフィリピン海プレートの境界が余震を含む破壊伝播のバリアとして作用してい

るという見解が示されている。 

地震の発生メカニズムについては、Hasegawa et al.(2012)(39)により、地震前後で応力

状態が圧縮状態から引張状態へ変化したことから、三陸沖中部～福島県沖に蓄積されてい

た巨大地震を引き起こす歪みはほぼ完全に解消されたという見解が示されている。また、

地震調査研究推進本部(2012)(31)、佐竹(2013)(40)、谷岡(2013)(41)、宍倉(2013)(42)、Shennan 

et al.(2007)(43)、Rajendran(2013)(44)において、津波堆積物調査結果等から、過去に同規

模の巨大地震が数百年間隔で発生しているという見解が示されている。 

 

(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の特徴 

 （省略） 

地震のメカニズムについては、地震の前後でプレート境界上盤側で発生する地震のメカ

ニズムは大きく変化した傾向が見られる。 

 

7.3.1.3 津波波源の設定 

 （省略） 

7.3.1 プレート間地震に起因する津波 

7.3.1.1 検討対象領域の選定 

 （変更なし） 

 

7.3.1.2 津波波源の設定に反映する知見の分析 

プレート間地震について、最新の知見である 2011 年東北地方太平洋沖地震に関連する

知見を対象に文献調査(27)～(52)を実施し、2011 年東北地方太平洋沖地震の特徴について、

破壊領域、すべり、地震の発生メカニズム及び発生確率に関する情報に着目して分析を行

った。 

 

(1) 2011年東北地方太平洋沖地震に関する知見 

固着の程度とすべりについては、大きなすべりが生じた領域は、固着の程度が大きい

領域に対応しており、海溝軸付近では大きなすべりを生じた（オーバーシュートが生じ

た）領域が見られ、遠洋性粘土層が連続的に分布している領域に対応しているという見

解が示されている。茨城県沖北端付近では、海溝軸から海山が沈み込み、遠洋性粘土層

を分断しているという見解が示されている。 

 

 

 

固着の程度と破壊伝播については、固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとな

っているという見解が示されている。また北米プレートとフィリピン海プレートの境界

が余震を含む破壊伝播のバリアとして作用しているという見解が示されている。 

 

 

 

地震の発生メカニズムについては、地震前後で応力状態が圧縮状態から引張状態へ変

化したことから、三陸沖中部～福島県沖に蓄積されていた巨大地震を引き起こす歪みは

ほぼ完全に解消されたという見解が示されている。また、津波堆積物調査結果等から、

過去に同規模の巨大地震が数百年間隔で発生しているという見解が示されている。 

 

 

 

(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の特徴 

 （変更なし） 

地震のメカニズムについては、地震の前後でプレート境界上盤側で発生する地震のメカ

ニズムが大きく変化した傾向が見られる。 

 

7.3.1.3 津波波源の設定 

 （変更なし） 
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

 

7.3.1.4 津波評価 

(1) 既往津波の再現性の確認 

 （省略） 

特性化波源モデルの断層面積は、杉野ほか(2014)(45)を参考に設定した。平均すべり量に

ついては、地震の規模に関するスケーリング則と地震モーメントの定義式から算定した。

その際の平均応力降下量については、内閣府(2012a)(46)及び Murotani et al.(2013)(47)の

知見を踏まえて 3.0 MPaを設定した。また、剛性率については、2011年東北地方太平洋沖

地震のインバージョン解析結果から算出した 4.7×1010 N/m2を設定した。 

すべり量の不均一性については、杉野ほか(2014)(45)を参考に、超大すべり域、大すべり

域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり量の 3倍、1.4倍、0.33倍に、面積をそ

れぞれ全体の面積の 15％、25％、60％となるように設定した。超大すべり域及び大すべり

域の位置については、海溝軸付近に配置した。特性化波源モデルの諸元を第 7.3.5 図に示

す。 

再現性は、東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ(2012)(8)及び敷地内で実施した

痕跡高調査結果を用いて評価を実施した。再現性の指標としては、相田(1977)(48)による痕

跡高と津波シミュレーションにより計算された津波高さとの比から求める幾何学平均値 K

及びバラツキを表す指標κを用いることとし、土木学会(2016)(18)において再現性の目安

とされている「0.95 ＜ K ＜ 1.05、κ ＜ 1.45」を参考とした。 

 （省略） 

設定した特性化波源モデルは、青森県北部から千葉県南部の痕跡高に対して計算値の方

が大きくなっているが幾何平均(K = 0.93)、幾何標準偏差(κ = 1.42)は土木学会

(2016)(18)の目安値を満足している。 

 

(2) 敷地への影響が大きい津波波源の選定 

 （省略） 

 

(3) 茨城県沖に想定する津波波源に関する評価 

a. 津波モデルの設定 

茨城県沖に想定する津波波源については、固着の程度が小さい領域に大きなすべりを

生じる津波波源を想定した。ただし、波源領域の北限については、断層面積が大きくな

るように福島県沖の一部まで拡張して考慮した。ここで波源領域の南限を、Uchida et 

al.(2009)(49)に基づく北米プレートとフィリピン海プレートの構造境界とすると、茨城

県沖から房総沖の一部の領域において、モーメントマグニチュードＭｗ8.5となる「茨城

県沖に想定する津波波源」が想定できるが、さらに保守性を考慮し、波源の南限を拡張

したモーメントマグニチュードＭｗ8.7の「茨城県沖から房総沖に想定する津波波源」を

評価した。また、すべり量の不均一性について超大すべり域を設定し、杉野ほか(2014)(45)

による考え方よりも保守的になるように、超大すべり域、大すべり域及び背景領域のす

べり量をそれぞれ平均すべり量の 4 倍、2 倍、0.62 倍に、面積をそれぞれ全体の面積の

 

7.3.1.4 津波評価 

(1) 既往津波の再現性の確認 

 （変更なし） 

特性化波源モデルの断層面積は、杉野ほか(2014)(53)を参考に設定した。平均すべり量に

ついては、地震の規模に関するスケーリング則と地震モーメントの定義式から算定した。

その際の平均応力降下量については、内閣府(2012a)(54)及び Murotani et al.(2013)(55)の

知見を踏まえて 3.0 MPaを設定した。また、剛性率については、2011 年東北地方太平洋沖

地震のインバージョン解析結果から算出した 4.7×1010 N/m2を設定した。 

すべり量の不均一性については、杉野ほか(2014)(53)を参考に、超大すべり域、大すべり

域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり量の 3倍、1.4倍、0.33倍に、面積をそ

れぞれ全体の面積の 15％、25％、60％となるように設定した。超大すべり域及び大すべり

域の位置については、海溝軸付近に配置した。特性化波源モデルの諸元を第 7.3.5図に示

す。 

再現性は、東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ(2012)(8)及び敷地内で実施した

痕跡高調査結果を用いて評価を実施した。再現性の指標としては、相田(1977)(56)による痕

跡高と津波シミュレーションにより計算された津波高さとの比から求める幾何学平均値 K

及びバラツキを表す指標κを用いることとし、土木学会(2016)(26)において再現性の目安

とされている「0.95 ＜ K ＜ 1.05、κ ＜ 1.45」を参考とした。 

 （変更なし） 

設定した特性化波源モデルは、青森県北部から千葉県南部の痕跡高に対して計算値の方

が大きくなっているが幾何平均(K = 0.93)、幾何標準偏差(κ = 1.42)は土木学会

(2016)(26)の目安値を満足している。 

 

(2) 敷地への影響が大きい津波波源の選定 

 （変更なし） 

 

(3) 茨城県沖に想定する津波波源に関する評価 

a. 津波モデルの設定 

茨城県沖に想定する津波波源については、固着の程度が小さい領域に大きなすべりを

生じる津波波源を想定した。ただし、波源領域の北限については、断層面積が大きくな

るように福島県沖の一部まで拡張して考慮した。ここで波源領域の南限を、Uchida et 

al.(2009)(57)及び地震調査研究推進本部(2019)(58)に基づく北米プレートとフィリピン海

プレートの構造境界とすると、茨城県沖から房総沖の一部の領域において、モーメント

マグニチュードＭｗ8.5となる「茨城県沖に想定する津波波源」が想定できるが、さらに

保守性を考慮し、波源の南限を拡張したモーメントマグニチュードＭｗ8.7の「茨城県沖

から房総沖に想定する津波波源」を評価した。また、すべり量の不均一性について超大

すべり域を設定し、杉野ほか(2014)(53)による考え方よりも保守的になるように、超大す

べり域、大すべり域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり量の 4倍、2倍、0.62
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変更前（2021.12.2付補正） 変更後 

5％、15％、80％となるように設定した。超大すべり域及び大すべり域の位置については、

海溝軸付近に配置した。 

 （省略） 

 

b.～c. （省略） 

 

7.3.2 海洋プレート内地震に起因する津波 

7.3.2.1 津波波源の設定 

Álvarez-Gómez et al.(2012)(50)に基づけば、1933年昭和三陸地震は国内外で最大規模

の海洋プレート内地震である。また、地震調査研究推進本部(2012)(31)は、次の地震の規模

を 1933 年昭和三陸地震と同等と評価している。これらを踏まえ、津波波源の設定につい

ては 1933年昭和三陸地震津波を基本とした。 

 

発生領域については、地震調査研究推進本部(2012)(31)は 1933年昭和三陸地震と同様な

地震が三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでも発生するとしていることを

踏まえ、三陸沖北部から房総沖までとした。 

 

7.3.2.2 津波評価 

(1) 波源モデルの設定 

1933年昭和三陸地震津波の波源モデルについては、土木学会(2011(51)、2016(18))を参考

に設定した。なお、波源モデルについては、土木学会(2016)(18)において 1611年の津波が

海洋プレート内地震であった場合の地震規模をＭｗ8.6 として評価していることを踏ま

え、保守的にＭｗ8.6にスケーリングした一様断層モデルとした。波源モデルの諸元を第

7.3.12図に示す。 

 

(2) 数値シミュレーション 

 （省略） 

 

(3) パラメータスタディ 

三陸沖北部から房総沖までの範囲で、断層の位置、走向及び傾斜の変動を設定し、不確

かさを考慮した。パラメータスタディの設定について、第 7.3.13図に示す。 

 （省略） 

 

7.3.3 海域活断層による地殻内地震に起因する津波 

7.3.3.1 津波波源の設定 

 （省略） 

 

7.3.3.2 津波評価 

倍に、面積をそれぞれ全体の面積の 5％、15％、80％となるように設定した。超大すべり

域及び大すべり域の位置については、海溝軸付近に配置した。 

 （変更なし） 

 

b.～c. （変更なし） 

 

7.3.2 海洋プレート内地震に起因する津波 

7.3.2.1 津波波源の設定 

波源の設定にあたり、文献調査(59)～(62)を実施した。Álvarez-Gómez et al.(2012)(59)に

基づけば、1933年昭和三陸地震は国内外で最大規模の海洋プレート内地震である。また、

地震調査研究推進本部(2012)(39)は、次の地震の規模を 1933年昭和三陸地震と同等と評価

している。これらを踏まえ、津波波源の設定については 1933 年昭和三陸地震津波を基本

とした。 

発生領域については、地震調査研究推進本部(2012)(39)によると 1933年昭和三陸地震と

同様な地震が三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでも発生するとしている

ことを踏まえ、三陸沖北部から房総沖までとした。 

 

7.3.2.2 津波評価 

(1) 波源モデルの設定 

1933年昭和三陸地震津波の波源モデルについては、土木学会(2011(60)、2016(26))を参考

に設定した。なお、波源モデルについては、土木学会(2016)(26)において 1611年の津波が

海洋プレート内地震であった場合の地震規模をＭｗ8.6 として評価していることを踏ま

え、保守的にＭｗ8.6にスケーリングした一様断層モデルとした。波源モデルの諸元を第

7.3.12図に示す。 

 

(2) 数値シミュレーション 

 （変更なし） 

 

(3) パラメータスタディ 

三陸沖北部から房総沖までの範囲で、断層の位置及び走向の変動を設定し、不確かさを

考慮した。パラメータスタディの設定について、第 7.3.13図に示す。 

（変更なし） 

 

7.3.3 海域活断層による地殻内地震に起因する津波 

7.3.3.1 津波波源の設定 

 （変更なし） 

 

7.3.3.2 津波評価 
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阿部(1989)(52)の簡易予測式による推定津波高の比較により、敷地に及ぼす影響が大き

いと考えられる津波波源を抽出した。 

阿部(1989)(52)の簡易予測式で用いた津波波源の諸元及び津波高の比較結果を第 7.3.6

表及び第 7.3.14図に示す。 

 （省略） 

 

7.3.4 地震に起因する津波の評価のまとめ 

（省略） 

 

7.4 地震以外に起因する津波の評価 

（省略） 

 

7.4.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波 

（省略） 

塩屋埼から犬吠埼の範囲における陸域の地すべりに関する文献では、防災科学技術研究所

(2004)(53)によって敷地の南方に地すべり地形が示されている。空中写真判読及び国土地理院

5mDEMによる地形判読を実施した結果、敷地に影響を及ぼす津波を引き起こす可能性のある陸

上の地すべり及び斜面崩壊の地形は認められなかった。地形判読結果を第 7.4.1図に示す。 

海底地すべりに関する文献では、徳山ほか(2001)(54)に、いわきの沖合に海底地すべり地形が

示されている。徳山ほか(2001)(54)が示す地すべりを含む範囲について、一般財団法人日本水路

協会発行の海底地形デジタルデータ M7000 シリーズを用いた 150mDEM データにより海底地す

べり地形判読調査を実施した結果、海底地すべり地形は判読されなかった（第 7.4.2 図）。ま

た、産業技術総合研究所(2015)(55)による東日本沖太平洋海域(GH762)の音波探査記録(サブボ

トムプロファイラー)を用いて、池原ほか(1990)(56)に示される考え方に基づき海底地すべりの

検討を実施した結果、徳山ほか(2001)(54)に図示された海底地すべりは層相 2(砂質堆積物)に区

分され、海底地すべりを示唆する特徴的な構造は確認されなかった(第 7.4.3 図)。したがっ

て、徳山ほか(2001)(54)に図示された位置に海底地すべりはないものと判断した。また「3. 地

盤」に示される敷地前面海域の海底地形の判読を実施した結果、海底地すべりの可能性のある

地形は認められなかった。 

（省略） 

なお、文献調査の結果、Moore et al.(1989)(57)によれば、ハワイ諸島では過去に複数の海底

地すべりが発生したことが示されている。過去に発生した海底地すべりの中から、後期更新世

以降に発生して巨大津波を伴った可能性があり、面積の大きいハワイ島西部の海底地すべりを

評価対象として選定した。 

選定した地すべりについて、ハワイ大学マノア校海洋地球科学技術学部(ＳＯＥＳＴ)による

地形デジタルデータ(50mグリット)を用いて地すべり規模（体積）を算出し、Papadopoulos and 

Kortekaas(2003)(58)に示されている地すべりの体積と津波水位の関係を参考に日本沿岸にお

ける水位を推定した結果、敷地への影響は小さいことを確認した。 

 

阿部(1989)(63)の簡易予測式による推定津波高の比較により、敷地に及ぼす影響が大き

いと考えられる津波波源を抽出した。 

阿部(1989)(63)の簡易予測式で用いた津波波源の諸元及び津波高の比較結果を第 7.3.6

表及び第 7.3.14図に示す。 

 （変更なし） 

 

7.3.4 地震に起因する津波の評価のまとめ 

（変更なし） 

 

7.4 地震以外に起因する津波の評価 

（変更なし） 

 

7.4.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波 

（変更なし） 

塩屋埼から犬吠埼の範囲における陸域の地すべりに関する文献では、防災科学技術研究所

(2004)(64)によって敷地の南方に地すべり地形が示されている。空中写真判読及び国土地理院

5mDEMによる地形判読を実施した結果、敷地に影響を及ぼす津波を引き起こす可能性のある陸

上の地すべり及び斜面崩壊の地形は認められなかった。地形判読結果を第 7.4.1図に示す。 

海底地すべりに関する文献では、徳山ほか(2001)(65)に、いわきの沖合に海底地すべり地形が

示されている。徳山ほか(2001)(65)が示す地すべりを含む範囲について、一般財団法人日本水路

協会発行の海底地形デジタルデータ M7000 シリーズを用いた 150mDEM データにより海底地す

べり地形判読調査を実施した結果、海底地すべり地形は判読されなかった（第 7.4.2 図）。ま

た、産業技術総合研究所(2015)(66)による東日本沖太平洋海域(GH762)の音波探査記録(サブボ

トムプロファイラー)を用いて、池原ほか(1990)(67)に示される考え方に基づき海底地すべりの

検討を実施した結果、徳山ほか(2001)(65)に図示された海底地すべりは層相 2(砂質堆積物)に区

分され、海底地すべりを示唆する特徴的な構造は確認されなかった(第 7.4.3 図)。したがっ

て、徳山ほか(2001)(65)に図示された位置に海底地すべりはないものと判断した。また「3. 地

盤」に示される敷地前面海域の海底地形の判読を実施した結果、海底地すべりの可能性のある

地形は認められなかった。 

（変更なし） 

なお、文献調査の結果、Moore et al.(1989)(68)によれば、ハワイ諸島では過去に複数の海底

地すべりが発生したことが示されている。過去に発生した海底地すべりの中から、後期更新世

以降に発生して巨大津波を伴った可能性があり、面積の大きいハワイ島西部の海底地すべりを

評価対象として選定した。 

選定した地すべりについて、ハワイ大学マノア校海洋地球科学技術学部(ＳＯＥＳＴ)による

地形デジタルデータ(50mグリッド)を用いて地すべり規模（体積）を算出し、Papadopoulos and 

Kortekaas(2003)(69)に示されている地すべりの体積と津波水位の関係を参考に日本沿岸にお

ける水位を推定した結果、敷地への影響は小さいことを確認した。 
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7.4.2 火山現象に起因する津波 

敷地周辺において、火山現象による歴史津波の記録はなく、海底活火山の存在も認められな

い（「8. 火山」参照）ことから、火山現象に起因する津波について、敷地への影響はない。 

なお、阿部・平野(2007)(59)によると、三陸沖で沈み込む太平洋プレート(海洋プレート)上で

これまで分かっている火山活動とは異なる、新しいタイプの火山(プチスポット)の存在が示さ

れている。過去に海中噴火が発生していることから、海中噴火に伴う津波について、平野

(2007)(60)等に示されているプチスポットの特徴（第 7.4.1 表）を踏まえ、Levin and 

Nosov(2009)(61)の海底火山からの噴出物により発生する水位の推定方法を用いて津波水位を

評価した。その結果、敷地への影響は小さいことを確認した。 

 

7.4.3 地震以外に起因する津波の評価のまとめ 

（省略） 

 

7.5 津波発生要因の組み合わせの検討 

（省略） 

 

7.6 施設への津波の遡上評価 

（省略） 

なお、選定された波源による津波高さは、過去に敷地に襲来した津波(2011年東北地方太平洋沖

地震津波)を上回っており、また、行政機関による既往評価との比較として茨城県(2012)(16) 評価を

上回ることを確認した。行政機関による既往評価との比較を第 7.6.2図に示す。 

 

 

 

 

 

 

7.7 立地上の余裕に対する検討 

（省略） 

具体的には、破壊伝播速度については、津波インバージョン解析による知見（Fujii and Satake

（2007）(62)、杉野ほか（2014）(45)、Satake et al.(2013)(63)、内閣府（2012b）(64)、地震調査研究

推進本部（2005）(65)）を参考に、1.0 km/s～3.0 km/sの範囲で設定した。破壊開始点については、

地震調査研究推進本部（2009）(66)を参考に複数設定した。立ち上がり時間については、Satake et 

al.（2013）(63)及び内閣府（2012b）(64)を参考に 30 秒及び 60 秒を設定した。パラメータスタディ

の設定を第 7.7.1図に、評価結果を第 7.7.1、7.7.2表に示す。 

（変更なし） 

 

7.8 参考文献 

(1)～(9) （省略） 

7.4.2 火山現象に起因する津波 

敷地周辺において、火山現象による歴史津波の記録はなく、海底活火山の存在も認められな

い（「8. 火山」参照）ことから、火山現象に起因する津波について、敷地への影響はない。 

なお、阿部・平野(2007)(70)によると、三陸沖で沈み込む太平洋プレート(海洋プレート)上で

これまで分かっている火山活動とは異なる、新しいタイプの火山(プチスポット)の存在が示さ

れている。過去に海中噴火が発生していることから、海中噴火に伴う津波について、平野

(2007)(71)等に示されているプチスポットの特徴（第 7.4.1 表）を踏まえ、Levin and 

Nosov(2009)(72)の海底火山からの噴出物により発生する水位の推定方法を用いて津波水位を

評価した。その結果、敷地への影響は小さいことを確認した。 

 

7.4.3 地震以外に起因する津波の評価のまとめ 

（変更なし） 

 

7.5 津波発生要因の組み合わせの検討 

（変更なし） 

 

7.6 施設への津波の遡上評価 

（変更なし） 

なお、選定された波源による津波高さは、過去に敷地に襲来した津波(2011 年東北地方太平洋沖

地震津波)を上回っており、また選定された波源と同規模の津波波源による遡上域が、津波堆積物

調査結果等 (竹内他(2007)(7)、澤井(2012)(11)、Sawai et al.(2012)(12)及び Yanagisawa et 

al.(2016)(13))を上回っていることから、敷地周辺における津波堆積物等の地質学的証拠及び歴史

記録等から推定される津波の規模を超えていることを確認した。また、行政機関による既往評価と

の比較として茨城県(2012)(22) 評価、内閣府(2020,2022)(24)(25)評価を上回ることを確認した。地質

学的証拠及び歴史記録等による確認結果を第 7.6.2 図に、行政機関による既往評価との比較を第

7.6.3図に示す。 

 

7.7 立地上の余裕に対する検討 

（変更なし） 

具体的には、破壊伝播速度については、津波インバージョン解析による知見（Fujii and Satake

（2007）(73)、杉野ほか（2014）(53)、Satake et al.(2013)(74)、内閣府（2012b）(75)、地震調査研究

推進本部（2005）(76)）を参考に、1.0 km/s～3.0 km/sの範囲で設定した。破壊開始点については、

地震調査研究推進本部（2009）(77)を参考に複数設定した。立ち上がり時間については、Satake et 

al.（2013）(74)及び内閣府（2012b）(75)を参考に 30 秒及び 60 秒を設定した。パラメータスタディ

の設定を第 7.7.1図に、評価結果を第 7.7.1、7.7.2表に示す。 

（変更なし） 

 

7.8 参考文献 

(1)～(9) （変更なし） 



添 6-7-7 

変更前（2021.12.2付補正） 変更後 
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第 7.3.6図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

（再現解析：計算領域及び格子間隔） 
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第 7.3.6 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

（再現解析：計算領域及び格子間隔） 
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第 7.3.12図 海洋プレート内の正断層地震 

（波源モデルの諸元） 

 

 

 

 

第 7.3.8～7.3.11図（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7.3.12図 海洋プレート内の正断層地震 

（波源モデルの諸元） 
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第 7.6.2図 地質学的証拠及び歴史記録等による確認 

（津波堆積物との比較） 
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第 7.6.2図 行政機関による既往評価との比較 
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第 7.6.3 図 行政機関による既往評価との比較 

 

 

 

 

第 7.7.1図 （変更なし） 

 


